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…
…
の
の
霧
Ｉ
は
ソ
遮
お
よ
び
髪
社
会
主
讓
国
の
経済協力機構であり、「経済相互援助会議」である。コメコンは一九四九年の創立当初においてはまさに経済的な相
互援助のための合議体にすぎず、しかも五○年代の半ばまでは、むしろ経済協力よりも政治協力のための機構であ
った。そのコメコンが、六○年代末以降においては、明らかにＥＥＣを意識して「社会主義的経済統合」を公式の
目
標
と
し
て
か
か
げ
、
そ
の
た
め
の
「
総
合
計
画
」
を
作
成
す
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
コ
メ
コ
ン
は
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
の
よ
う
に
発足当初から経済統合を公式の目的としてかかげ意識的にその目標を追求しつつある機構ではないが、同一の名称
、、
一一一、 経済統合の問題提起をめぐって
「社会主義的国際分業」の評価
経済統合への試行錯誤
社会主義的経済統合としてのコメコン
『
経
済
統
合
の
問
題
提
起
を
め
ぐ
っ
て
斎
藤
稔
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のもとで単なる経済協力の機構から経済統合の機構へと質的な転換を意図しているのである。
「社会主義的経済統合」という概念は、社会主義の理念においても経済統合の理念においても、新たな問題提起
である。しかもそれは、いまだ明砿な概念規定をもって提起されるにいたっていない。一九七一年八月に発表され
（
１
）
、
・
た、「コメコン加盟諸国の協力のいっそうの深化および改善と、社会主義的経済統〈ロの発展との総合計画」において
は、その第一部第二節で「Ｓメコン諸国において）達成された生産諸力の高い発展水準、生産と消費の部面におけ
る大規模な構造的諸変化、科学技術革命を実現し技術進歩を全面的に加速させ社会的生産の効率を高め国民の福祉
を向上させる諸課題の緊急性、さらには社会主義的生産諸関係の性格と帝国主義に対する階級闘争の要求が、コメ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
コン諸国の経済協力および科学技術協力のたえまない深化と改善、社会主義的経済統合の発展、他の社会主義諸国
との経済関係、科学技術関係の発展を、死活の必要としている」（傍点は引用者による）とのべているが、そこにおい
ても他の部分においても、「社会主義的経済統合」そのものの内容規定は存在しない。むしろ、経済協力の発展がそ
のまま経済統合に成長転化するという連続的な過程が構想されているようであり、その限りでは経済統合は質的に
新しい段階を意味するものではない。
しかしながら、コメコン当局の公式見解としてはいまだに一致をみないにせよ、コメコンはみずからの内的要請
としても、またＥＥＣのいわば外圧への対応としても、従来の「経済協力」とは質的に異なった「経済統合」にむ
かわざるをえない段階にある。すなわち、コメコンを構成するソ連以外の東欧諸国が、各国で平行的に進められた
一国社会主義的工業化を一応完成させ、その結果としてＥＥＣに匹敵する広域経済圏の結成が可能になったこと、
二
■
●
●
巴
』
Ｉ
②
■
ョ
』
およびそれとともに域内各国の経済発展水準の格差を是正し全体としての経済効率を高めるために経済的結合の強
化が必要になったことが、コメコン自体の質的転換を要請した。これがＥＥＣとの対抗意識のもとに主体的に推進
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されたことは、’九五○年代半ばにおけるコメコンの体制的整備、一九六二年における「社会主義的国際分業の基
本的諸原則」（後述）の採択、一九七一年における「総合計画」の採択が、それぞれ、ＥＥＣの発足、ＥＥＣの第二
段階への移行、関税同盟の完成と時期を同じくすることによっても推察されよう。
こうした状況を反映して、ソ連においても一九六九年前後から「経済統合」が主体的な問題として議論されはじ
め
て
い
る
．
た
と
え
ば
エ
ム
・
マ
ク
シ
ー
モ
ヴ
ァ
は
霊
界
経
済
と
鬮
縢
関
係
』
誌
一
九
六
九
年
第
五
号
の
論
文
「
経
済
統
合
ｌ
若
干の方法論的諸肌魁」において、経済統合一般を生産力発展の客観的要請で説明しながら、経済統合のタイプを帝
国主義的統合、社会主義的統合、および発展途上諸国の統合の一一一つに分けている。帝国主義的統合（この場合にＥＥ
Ｃをさしていることは明白である）の動因は生産力の発展による諸国内市場結合の必要によって説明され、社会主義的
統合は、「生産力発展の必要によるとともに、生産関係の社会主義的性格によってもひきおこされている。」発展途
上諸国の統合（おそらくＬＡＦＴＡなどをさすものと思われる）は、生産力の高さよりもむしろ生産力の低さによって、
後進性克服の手段として促進されている。すなわち、ここでマクシーモヴァが分類の基準としているのは、生産力
の発展水準と支配的な生産関係の性格との一一つである。
前者の基準、すなわち生産力の発展水準によって区分するとすれば、発達した資本主義諸国（したがってまた発展
水準が相互に接近している諸国）のいわゆる水平統合と、発展途上諸国のいわば自己防衛手段としての地域的統合とは、
明らかに性格が異なる。前者の場合には、生産力発展の客観的な過程がそれ自体の論理として各国民経済の有機的
結
合
を
要
請
し
た
の
で
あ
り
、
こ
の
経
済
の
論
理
が
政
治
的
に
追
認
さ
れ
て
現
実
の
統
合
過
程
と
な
る
。
こ
れ
に
反
し
て
、
発
展
途
上
諸国の場合には、経済の論理自体によっては、先進諸国に対する経済格差を縮小することは困難であり、むしろ政
治の論理によってこの格差を縮小する（より正確には、格差のいっそうの拡大を防止する）手段として経済統合が
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しかしここで、後者の基準、すなわち支配的な生産関係の性格を問題にしなければならない。コメコン諸国の場
合には、社会主義的生産関係が生産手段の社会的所有と国民経済の計画的管理という面で一応支配的となっている。
この社会主義的生産関係は、本来的には経済過程の一国的制約をのりこえて国際的統合を容易にさせ、もっとも高
度の生産力水準を実現させる保障となるはずのものである。この側面を重視するならば、社会主義的経済統合は発
展途上諸国の経済統合とは質的に異なるものとなる。発展途上諸国の場合には、資本主義のわく内にとどまるかぎ
り、発達した資本主義諸国との経済格差を縮小しさらにそれを追い抜くという展望は、経済統合によっても持ちえ
ない。自己防衛手段としての経済統合の選択も、現実的には気休め程度の意味しか持たないのである。この点で、
社会主義的経済統合は、少なくとも原理的には、後進国的状況のもとで防衛から攻勢に転じる可能性を持っている。
出
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
しかしここで、埜
合には、社会主義坐
選択される。したがって、この場合の統合参加諸国の構成も、経済的必然性にもとづくよりはむしろ、地理的接近
ないしは政治的親近感によって影響されるところが大きい。
いま、あえて社会体制の相違を無視してコメコンをこの両者との関連でみるならば、コメコン諸国がソ連を含め
ていまなお発達した資本主義諸国の生産力水準に到達しておらず、したがってまた、国境を越えた生産力の発展が
それ自体の論理として経済統合を客観的に要請するという状況が生まれていない以上、これをいわゆる先進諸国の
水平統合と同一視することができないことは明らかであろう。むしろコメコンの場合には、後進的経済水準のもと
でこの後進性を克服し、発達した資本主義諸国の水準に追いつくための手段として、経済統合の方向が意識的に模
索されていると言ってよいのであり、このかぎりでは、発展途上諸国の経済統合とかなりに似通った性格を持つ。
参加諸国の構成が、経済的必然性よりもむしろ地理的、政治的要因に影響される度合が大きい点でも、共通点が見
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社
会
主
義
的
経
済
統
合
は
、
い
わ
ば
、
経
済
的
後
進
性
を
体
制
的
先
進
性
で
克
服
し
よ
う
と
す
る
試
み
で
あ
る
。
コ
メ
コ
ン
が
、
Ｅ
ＥＣに対するその相対的後進性にもかかわらず、後述するように、ある面ではＥＥＣ以上の経済統合を進めようと
しているのは、こうした生産関係の側面での優位に対する確信にもとづいている。したがって、社会主義的経済統
合、その現実形態としてのコメコンが、高度に発達した資本主義諸国の経済統合としてのＥＥＣと比較されること
も、かなりの程度に正当であると言いえよう。しかしながら、コメコンの体制的優位はなおあくまでも原理的可能
性にとどまっている。この原理的可能性を現実に転化させることに成功しないかぎり、コメコン的経済統合はむし
ろその後進的性格をより強くあらわすことにならざるをえないだろう。
社会主義的経済統合であれ、資本主義的経済統合であれ、それはあくまで地域的経済統合であって、全世界的な
統合ではないことはいうまでもない。しかしながら、とくにソ連では、この両者を意識的に混同して、レーニンが
一九二○年に書いた、「すべての民族のプロレタリアートが共通の計画にしたがって規制する単一の全一の世界経
済
へ
の
傾
向
…
…
。
こ
の
よ
う
な
傾
向
は
す
で
に
資
本
主
義
の
も
と
で
も
十
分
に
は
っ
き
り
と
あ
ら
わ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
が
、
社
会
（３） 
主義のもとでは、無条件にいっそう発展し、十分に完成するにちがいない」という一言葉を、コメコン規模のいわゆ
る「社会主義世界経済体制」の根拠づけとして利用することが多い。この点に対する批判は別の機会に行なっ趣の
でくりかえさないが、社会主義的経済統合のソ連的理解においては、つねにコメコン規模での単一の経済計画の実
施が中心問題となっており、その理論的前提としてはこのような意識的混同があることは明らかであろう。
コメコンのわく内で自己完結的な「単一の世界経済」を成立させることの不合理性は、生産関係の側面からも規
定される。コメコン各国において国民経済の計画的運営が可能なのは、｜国規模での生産手段の社会的所有が存在
しているからである。したがってまたここでは、社会的所有は一国的所有としてあらわれ、各主権国家による国家
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（５） 
分業の展開である。
この点で、「社会主義的国際的生産関係について」と題するエヌ・パウチナの論文（『世界経済と国際関係』誌一
九六八年第四号）は注目に価いする。バウチナは、社会主義世界体制の現段階においてはすでに、一国単位の社会
主義的生産関係の算術的積み重ねではなくて社会主義的国際的生産関係が存在している、と主張した。バゥチナに
よ
れ
ば
、
こ
の
国
際
的
生
産
関
係
の
客
観
的
基
礎
と
な
っ
て
い
る
の
が
生
産
と
交
換
の
国
際
化
で
あ
り
、
こ
れ
は
す
で
に
原
料
供
給
の
ような形態で拡大再生産の過程に直接に作用し、各国の経済構造に影騨をあたえ、国境のわくをこえた新たな特殊
な経済構造をつくりだしている。パウチナはまた、現在、社会主義世界体制に生産と分配についての単一の計画が
な
い
こ
と
が
国
際
的
生
産
関
係
の
発
展
を
弱
め
て
い
る
が
、
こ
の
こ
と
か
ら
社
会
主
義
的
国
際
的
生
産
関
係
の
存
在
自
体
に
ま
で
疑
い
を
持
つ
こ
と
は
正
し
く
な
い
、
と
主
張
す
る
。
国
際
的
生
産
関
係
の
存
在
の
証
明
と
し
て
パ
ウ
チ
ナ
が
あ
げ
る
の
は
社
会
主
羨
的
国
際
的制約のもとにある。コメコン規模での単一の計画にもとづく単一の「世界」経済が成立するためには、この国家
的制約から自由な生産関係、社会主義の国際的生産関係の存在が必要であり、この国際的生産関係は、生産手段の
国際的所有を前提とする。もしこのような生産手段の国際的所有が存在せず、いぜんとして生産手段の一国規模で
の社会的所有（一国的所有）が基本的な形態であるとすれば、完全な計画的運営が原理的に可能なのは各国民経済
の
単
位
に
お
い
て
の
み
で
あ
り
、
社
会
主
義
国
相
互
間
の
国
際
的
経
済
関
係
に
お
い
て
は
、
計
画
的
運
営
の
可
能
性
は
制
約
さ
れ
て
い
し
か
し
、
ま
さ
に
こ
の
「
国
際
分
業
」
の
実
態
が
生
産
関
係
に
重
要
な
影
響
を
あ
た
え
る
ほ
ど
に
発
展
し
た
も
の
で
あ
る
か
ど
う
か
が問題なのであり、しかもバウチナは、生産手段の国際的所有が存在しているかどうかにはふれていない。むしろ
この論文の意義は、単一の計画化が可能であるとすればその前提として国際的生産関係の存在が証明されなければ
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
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な
ら
な
い
、
と
い
う
論
理
を
強
調
し
た
と
こ
ろ
に
あ
る
と
い
え
よ
う
。
他の論者（イ・オレイニク）の場合にも、生産手段の単一の国際的所有が存在せず、国際的規模での単一の生産と
分配も存在していないこと、拡大再生産が主として一国的規模で行なわれていることを認めながらも、社会主義的
国際的生産諸関係がすでに一定の自立的基盤を獲得し、社会主義各国の生産力の発展と生産関係の改善に菰極的に
反作用を及ぼしている、という主張がある。すなわち、オレイニクによれば、社会主義的生産諸関係には一国的性
格を持つものと国際的性格を持つものとの二つの局面があり、いわゆる「社会主義世界体制」は、国家主権を尊重
しながら国際分業を発展させて社会主義的国際的生産関係を強化し、それを通じて単一の共産主義社会に融合する
（６） 
道を進むことになる。一百葉をかえれば、これは現在のコメコン諸国が、資本主義諸国の動向にはかかわりなくそれ
自体の内的必然性にもとづいて完全な政治的・経済的統合を達成できる、という論理である。しかしオレイニクの
場合にも、国際的生産関係の自立的基盤なるものについては、積極的な論証がなされていない。
ソ
連
で
の
こ
の
よ
う
な
議
論
と
比
較
し
て
よ
り
説
得
的
な
の
は
、
経
済
統
合
の
現
実
的
必
要
か
ら
提
起
さ
れ
て
い
る
東
欧
諸
国
の
側
からの議論である。その一つであるハンガリーのシャーンドル・アウシュの論文によれば、社会主義の国民経済と
世界経済との基本的な相違は生産手段の所有関係の性質が異なることにある。生産手段の国際的所有は存在せず、
各国ごとに異なった国民的価値関係が形成され、それに規定されて国家的利益の不一致が生じている。したがって、
国民経済のわく内では市場諸法則の作用をかなりに制限できるとしても、国際経済関係を計画的に規制することは
現状では不可能である。アウシュの表現によれば、国家的利益の不一致は国家間に「其の市場関係」を創設するこ
（７） 
とによって調整されなければならない。
これらの議論から結論できることは、コメコン規模での単一の計画化のためには、その前提として生産手段の国
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もう一つの、より現実的な道は、社会主義諸国間の市場的結合を計画的に強化し、社会主義諸国の共同市場化を
軸として地域的経済統合を進め、かかる地域的経済統合として全世界的分業に積極的に参加して行く方向である。
後述するように、コメコン的統合は、公式見解としては前者の方向を強く打ち出しながらも、試行錯誤的に後者の
方
向
を
た
ど
り
つ
つ
あ
る
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
ま
た
、
共
同
市
場
化
と
い
う
面
で
の
コ
メ
コ
ン
と
Ｅ
Ｅ
Ｃ
と
の
比
較
が
、
と
く
に
コ
メ
コ
ン
に
と
っ
て
大
き
な
意
味
を
持
ち
う
る
こ
と
に
な
る
。
前述のように、コメコンは社会主義的経済統合として、生産力の後進的水準を体制的優位性で克服しようとする
試みであるが、その体制的優位性もいまだ明確に理論化されて証明されるにいたっていない。コメコンは、ＥＥＣ
のように当初から経済統合を目的として結成されたものではなく、理論的にも実践的にも試行錯誤を通じて、しだ
際的所有が必要となるが、このような国際的所有、したがってまた社会主義的国際的生産関係は現実には存在して
い
な
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
た
と
え
現
在
の
社
会
主
義
諸
国
の
国
民
経
済
に
お
い
て
完
全
な
計
画
的
運
営
が
可
能
であると仮定してさえ、コメコン諸国間の経済関係においては計画的運営の可能性は限られており、市場関係を基
礎にした結合形態が重要な位置を占めざるをえない、ということになるのである。
このような現状から出発して、「社会主義的経済統合」を進めるためには、二つの道が想定される。一つの道は、
コメコン内での生産力の国際的集積を強化し「社会主義的国際分業」を発展させて、国際的生産関係を実際につく
りだして単一の計画化を可能にする方向である。しかし、現在の社会主義が部分的、地域的社会主義であり世界経
済との有機的関連を無視しえない状態にあることが明らかな時に、このような自己完結的統合の道をあゆむことは、
論理的に疑問があるばかりではなく、現実には社会主義の資本主義に対する生産力的劣勢をさらに促進する可能性
さ
え
あ
る
の
で
あ
る
。
もう一つの、よ”
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い
に
地
域
的
経
済
統
合
と
し
て
の
共
通
認
識
が
形
成
さ
れ
つ
つ
あ
る
過
程
に
あ
る
。
こ
の
意
味
で
は
、
経
済
統
合
と
い
う
目
標
を
め
ざ
して目的意織的に前進したのは社会主義（コメコとではなくて資本主義（ＥＥＣ）であり、自然成長性がより強く
あらわれたのがむしろ社会主義である、といえよう。生産力水準とともに、目的意職的な政策遂行という面でも、
社会主義的経済統合としてのコメコンのたちおくれは明らかである。
それにもかかわらず、コメコンがＥＥＣと対比される意味はどこにあるか。それは、何よりもまず、コメコンが
単なる後進国の防衛的経済統合ではなく、ＥＥＣに代表される資本主義経済統合に対してのアンチテーゼとしての
社会主義的経済統合を提起しようとしているからである。このさいに、コメコンがＥＥＣに追いつくための保障と
しては、社会主義の体制的優位性という想定とともに、コメコンが絶対的な生産規模としてはＥＥＣに匹敵し、基
礎的生産財の生産錘ではＥＥＣを上回るという、一定の生産力的基礎があることがあげられる。ただし、コメコン
においては基礎的生産財の七’八割はソ連一国で生産され、ソ連と他の諸国との経済力の差がいちじるしいことが
構造的弱点となっていることは指摘しておかなければならない。
コ
メ
コ
ン
が
Ｅ
Ｅ
Ｃ
の
ラ
イ
バ
ル
と
し
て
み
ず
か
ら
を
意
激
し
は
じ
め
た
の
は
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
創
立
当
初
か
ら
で
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
マ
イヶル・ケーザーによれば、一九五七年六月（すなわちＥＥＣローマ条約調印の三ヵ月後）のコメコン第八回総会の前
後に、ポーランドのゴムルカがフルシチョフに対して、コメコンはＥＥＣへの回答として発展させられるぺきだと
提案した。この当時、チェコとハンガリーの政府当局も、統合には統合をもって対応すぺきだという見解を持って
フルシチョフは一九六二年夏に（すなわちＥＥＣの第二段階への移行後に）はじめてこの問題を公式にとりあげ、「社
会
主
義
世
界
体
制
の
発
展
の
緊
急
の
諸
問
題
」
と
題
す
る
論
文
の
中
で
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
に
お
け
る
統
合
の
成
果
と
コ
メ
コ
ン
の
こ
れ
ま
で
の
（８） 
いた。
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成果とを比較して、コメコン諸国の共通の目的としての「単一の総合体としての社会主義世界経済の建設」のため
にコメコン諸国の統合のテンポを促進することを要求した。フルシチョフは、「われわれは資本主義世界に作用して
いる生産の国際化への客観的傾向を考慮に入れ、これに応じて自分の政策をたて、自分の経済的措置をとっている。
これに関連して、社会制度の異なる個々の国家のあいだばかりでなく、これらの国家の経済的連合体のあいだの経
済協力と平和な経済競争の可能性の問題がおこっている」として、両体制間での統合競争、および統合体間での経
（９） 
済協力の可能性を一示唆した。
ここでの暗黙の前提は、「生産の国際化の傾向」が資本主義によって先取りされている事実の承認、および、それ
に
も
か
か
わ
ら
ず
社
会
主
義
は
盗
本
主
義
を
経
済
統
合
に
お
い
て
も
追
い
つ
き
追
い
こ
す
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
楽
観
的
信
念
で
あ
る
。
この点に関しては、フルシチョフ失脚後もソ連においては根本的な見解の変化はなかったとみなすことができる。
しかしながら、このフルシチョフ榊想も、いわばコメコンの側からの主観的な対ＥＥＣ比較論である。客観的な
政
治
経
済
過
程
と
し
て
、
コ
メ
コ
ン
的
統
合
と
Ｅ
Ｅ
Ｃ
的
統
合
と
が
ど
の
よ
う
に
比
較
で
き
る
か
が
問
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
に
は
ま
ず
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
的
統
合
と
は
何
か
、
を
問
題
に
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
資本主義的経済統合一般に関しては、ベーラ・バラッサによれば、自由貿易地域、関税同盟、共同市場、経済同
盟、完全な経済統合の五つの形態がある。最後の形態は、拘束力ある超国家機関の設立をともなうので、政治的統
合とよびかえることができよう。ＥＥＣに関してみるならば、ＥＥＣにおける経済統合は、ローマ条約の発想、お
よび関税同盟完成時点での共同体委員会声明二九六八年七月）にもみられるように、域内関税の撤廃による関税同
盟の形成を中心とした、商品・資本・労働力の域内自由移動の実現（Ⅱ共同市場化）と、加盟各国の経済政策の接近
調整による域内共通経済政策体系の実現（Ⅱ経済同盟化）という二つの主要な目標を持ち、さらにこれらの完成を通
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（加）
じて完全な経済統合である政治的統ムロを最終目的としている。
それでは、ＥＥＣ的経済統合はどのような成果をあげたか。関税同盟への接近過程においてＥＥＣの域内貿易は
かなりに増大し、このことがＥＥＣ諸国の経済成長に好影響をあたえたことはたしかである。しかしながらＥＥＣ
は、一九六○年代なかばの事態のように、ＥＥＣ経済に循環的な成長率低下が生じることを防止することはできな
かった。また、ＥＥＣの経済同盟化は共同市場化の前進に比較してたちおくれているが、これは各国資本間の利害
の対立によって経済政策の調整が雑航していることによるものである。しかし、ＥＥＣの全体的評価にさいして無
視しえないことは、いわば資本主義本来の矛盾（景気循環の存在、各層箕本間の対立、計画化の困難など）が明らかにあ
らわれてはいるものの、共同市場の形成という面で大きな前進がみられたことはたしかであり、しかも、経済政策
の調整という面でも、悲観的な評価が多かったにもかかわらずむしろ前進がいちじるしかったことである。
そ
れ
で
は
、
コ
メ
コ
ン
諸
国
は
な
ぜ
、
社
会
主
義
の
体
制
的
優
位
を
利
用
し
て
Ｅ
Ｅ
Ｃ
以
上
の
経
済
統
合
の
成
果
に
到
達
す
る
こ
と
ができなかったのか。その理由の一部は、いうまでもなくコメコン諸国全体としての生産力の相対的劣位、域内に
おける大きな経済格差の存在、ソ連一国の圧倒的比重と東欧諸国の対ソ依存度の高さ、などの経済的諸条件がＥＥ
Ｃといちじるしく異なるところにある。しかし、もう一つの重要な要因として、コメコンが経済統合を目的意識的
に追求して来なかったということがあげられなければならないだろう。ＥＥＣが、関税同盟↓共同市場↓経済同盟
↓政治統合という、それなりに合理的な道を目的意識的に前進してきたのに対して、コメコンは、当初は一国社会
主義の政治的積み重ねという形での擬似的経済同盟から出発し、共同市場的な利点を発揮しないままに推移して、
最近にいたってようやく真の経済同盟化への道を模索しているのである。現段階で単一の計画化が不可能である以
上は、真の経済同盟化への道は、やはり何らかの形での共同市場的形態を通じる以外には見出されないであろう。
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したがってこの意味では、コメコンはＥＥＣよりもかなりおくれて（時期的にも、生産力的にも）共通の課題の解決を
せ
ま
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
以下の論述では、まず「単一の計画」的発想から出発した「社会主義的国際分業」の一応の成果と問題点を明ら
かにし、つぎに共同市場的発想にもとづいた経済統合のコースがコメコンにおいて試行錯誤的に定着化の方向をと
っていることを、「総合計画」との関連で検証したい。
（４）拙稿「東欧社会主義の歴史的規定条件」、『経済志林』第三十八巻第一号、一一四八’一一五○ページ参照。
（５）エ．、昌弓雷冨如○冨図目］圏己。■田け【Ｈｇ■因目胃自演四の⑤冨〆ロや◎園田Ｃ月目の黒胃員。弓ェ。白の冨餌間》《三雪ご目畠Ｕ宍。｝Ｓ，
雲霞宍』因三の舅胸嗜蔑四己Ｃ洩男届の。『畠Ｃ【臣の墨田迫》や』｝】やｍＰｎＳｐ。⑤←Ｊ１①、。
（６）酉・○負の彗浬髭扇函の宍○日◎己回の『の○℃の周田四の向寓塁のヨロ。□宮①三厘℃９国田弓函蛍凶口望滉三田ロ○国巨桝向寓目の震《、。ヨロ。Ｂ【望Ｓ患。‐
筥困【黒》や騨再や⑤ＰＣ円ロ・惇③ｉｆ料『】。白□・暉函。
（７）ｍ・少巨の、旨巨【の『口呉ごロ巴ロ曰く厨冒。。【伊■すＣロＨ、ご旦暮の勺【の印のご［句。【ロ］⑪ａ向８口。白】、富の：卸昌の曰ご岳⑤Ｃ冨向シ
○。ロゴ耳】の⑪。《《宛の、Ｃ時日。、庁彦の同ｎＣｐｏｐ】】、言の。｝】胃］】⑩目旨田口巨頭四『］弓（同こ】冨已す】尿冒坤已甸国⑩⑩）苞田巨旦四℃の⑩［や巴②Ｐロ・
噌暉③》ご・唖函つ。
（３）レーニン
三八ページ。
（１）【○罠貝菖の宍○函色函ｐｂＣ司已四置屋色適凹筥け田の冒臣①『○望『芭些口筥の困竃出塁ｎ．因の己日の国、甸団○口餌閨寓餌ｎｏ旬□】■雷函四円『因由壺己園国函弓壷蛍
８房園負胃『毘四の貝Ｃ鉾田国団の『□目国国３つ豊’自呂○国。①Ｐｐｂ函函餌閂目〆〆く○の。目息ｏＣｐの国①宍○ェ。翼屋邑の良。毎
口閏因三Ｃｐｏ三○皀冒》《。ｂ、口混色》・『シ国司・巳目》《①宍ｏ男。三国ロ円宍凶璽『園の『色》》し国『・后己・ＺＰ圏．
（２）言・富農目三目四皿①丙◎国。量目の、尻目園『の『ロ眉冨伽毘の宍◎曰。官烏：目や。、厘筥の弓◎消。：冒夢《冨弓：閏⑪宍◎雷○三員四
男菖の葵ご園已◎自国の。目○日の冨歯》．、》＄ｇ・邦訳、国際関係研究所訳編『世界経済と国際関係』一九六九年冬季号、
四八’六二ページ。
「民族問題と植民地問題についてのテーゼ原案」、『レーニン全集』（第四版）第三一巻、邦訳（大月番店版）
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最初に、若干の前史的説明からはじめなければならない。コメコンは一九四九年一月二五日、ソ連、ポーランド、
チェコスロヴァキア、ハンガリー、ルーマニア、ブルガリアの六ヵ国によって結成された。翌月にアルバニアが参
加し、翌一九五○年九月には東ドイツが参加、一九六二年六月にはモンゴルが加盟した。アルバニアはソ連との対
立で一九六一年末以降はコメコンの活動に参加していないが、他方でユーゴが一九六五年一月に準加盟を承認され
た。したがって現在は正式加盟八カ国、準加盟一カ国であるが、創立直後の一九五○年代にはソ連および東欧七カ
国（ユーゴをのぞく）で構成されていた。これはユーゴ除名後のコミンフォルムの構成とほぼ重複する。なお、一九
六
二
年
ま
で
は
中
国
、
朝
鮮
、
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
も
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し
て
出
席
し
て
い
た
が
、
そ
の
後
は
参
加
し
て
い
な
い
。
コメコン成立をもたらした直接の要因は、東欧諸国における第一次五カ年計画の発足、東西の冷戦の開始への対
応、およびソ連と東欧諸国との国家レベルでの結合の政治的必要の三つが主要なものであった。東欧諸国では、ソ
連の復興期に相当する工業生産の戦前水準への復帰の過程は一九四八年前後に基本的に完了し、一九四九’一九五
（１） 
一年に最初の五（六）力年計画が発足した。社会主義的工業化をめざすこれらの計画の遂行のために、巨大な原燃
料・機械設備供給国としてのソ連との経済的結合を強化する必要があった。ここで注意すべき点は、コメコン諸国
（９）四・○・〆冨貝の円冒旦艮冨のロで。日の冨届冨呂胃冨言暑目・鐸８量目胃弓冒の、宍Ｃ鐸２月の畠・邦訳『平和と社会
主義の諸問題（日本語版）』、一九六二年九月号、一三ページ、一○’一一ページ。
（、）ＥＥＣの評価に関しては、拙稿「関税同盟完成後のＥＥＣ」、『国民経済』、一九六九年三月（第一一四号）所収を参照。
（８）旨】目：｝嵐尉の
桿①①９℃己。『町ｉｆ「⑦。
二、「社会主義的国際分業」の評価
【凹酌の烈寓○○】目ｏＣＺｌ閂具の瞥昌自宅Ｈ・亘の日切・ニゴの可一目ロの旦向８コ◎日一の②》愚○蔦・ａロ日『のＨ巴ご㈲尉畷．
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かくしてコメコンは、マーシャル・プランおよびＮＡＴＯの外圧への対抗のための政治的結合という性格が強い、
、
、
、
経済協力機構として発足した。コメコン各国はそれぞれ、一国社会主義経済建設という同質の経済政策を持ってい
、
、
、
たが、コメコン全体としての共通の経済政策を持たなかった。その意味でコメコンは、共通の経済政策を前提とす
る経済同盟ではなく、それぞれ類似した政策目標を持った諸国の同志的結合としての、擬似的経済同盟（実体は政治
一九四九年一月のコメコン結成も、こうした文脈の中でとらえられなければならない。このことは当然、コメコ
ン自体にも強い政治的性格を付与した。事実、この当時には、ソ連と東欧諸国のあいだでは、党と党との結合形態
としてのコミンフォルムは存在していたものの、国家レベルでの結合形態としてはコメコン以外には存在せず、’
九五五年五月のワルシャワ条約機構発足までは、政治的・軍事的結合という側面もコメコンが代位していたのであ
相互間の網の目のような経済協力体系ではなしに、ソ連を一方とし、東欧諸国を他方とした、いいかえればソ連を
中心とした放射状の経済的結合が、当初からの形態であったことである。
こ
れ
を
さ
ら
に
促
進
し
た
の
が
、
東
西
対
立
に
よ
る
冷
戦
の
開
始
と
禁
輸
で
あ
っ
た
。
す
で
に
一
九
四
七
年
六
月
に
マ
ー
シ
ャ
ル
・
プランが発表され、これに対抗して同年九月にはコミンフォルムすなわち共産党・労働者党情報局の設置が決定さ
れた。一九四八年一一月には、チェコスロヴァキアのマーシャル・プラン参加の問題とも関連していわゆるチェコの
一一月事件がおこり、これを契機としてアメリカは一九四八年三月一日からソ連・東欧むけ輸出を規制し、マーシャ
ル・プラン受益国にもそれを義務づけた（一九四九年二月には、ココムすなわち対共産圏輸出統制委員会が設置された）。
さ
ら
に
一
九
四
八
年
一
二
月
に
は
北
大
西
洋
条
約
機
構
（
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
）
の
条
約
草
案
が
発
表
さ
れ
、
翌
一
九
四
九
年
四
月
四
日
に
Ｎ
Ａ
Ｔ
さ
ら
に
一
九
四
記
ｏが成立した。
る
。
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第１表ソ連の対コメコン輸出（ICO万ルーブリ） 的軍事的同盟に近い）であった。この擬似的経済同盟は、経済的内容としては、東欧諸国がそれぞれの一国社会主義
建設、社会主義的工業化を遂行するために、ソ連から最大限の原燃料および機械設備の供給をうけるための機構で
建設、釦
あった。1946１１９５０１１９５５ １９６０ 
：’９４Ｆ 
８１２８［ 
[).(】 [】
r1 
LJ 
出額*1309.11９３８
合計輸入額*’273.91814.411,544.9 2.588.0 
＊モンゴルを含む。
第２表ソ連の対コメコン品目別輸出
1946１１９５０ 1955 1960 
原油(１
石炭（
鉄鉱石（
鉄鋼(100万
機械･設備（
,000トン）
〃）
〃）
ルーブリ）
’） 
２６．４ 
２１ 
７９２ 
１３．７ 
３０．８ 
249.0 
６７ 
３，２２６ 
８２．８ 
1.663.0 6.264.8 
2.520 ７．３１４ 
8.818 14.841 
159.2 411.6 
138.5 298.8 407.4 
tlj所：いずれも《BHellIHJIHToproBmlCoBeTcKoToCoIo3aB
nocJIeBoeHHbleron(b【》（1965)．
第１表にみるように、ソ連の対コ
メ
コ
ン
輸
出
は
一
九
四
六
年
か
ら
一
九
五
○年までに三倍以上の増加、一九五
○年から一九五五年までは二倍弱、
一
九
五
五
年
か
ら
一
九
六
○
年
ま
で
は
約
三
分
の
二
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。
ソ
連
のコメコン諸国からの輸入も同じよ
う
な
テ
ン
ポ
で
伸
び
て
き
て
い
る
が
、
こ
れは二国間バランスを重視する方式
の当然の結果であり、内容的には、
ソ連からの原燃料および機械設備の
供給と、その見返りとしての東欧諸
国
か
ら
の
原
料
、
農
産
物
、
消
費
財
の
供
給
と
い
う
パ
タ
ー
ン
を
と
っ
て
い
た
。
ソ
連
か
ら
コ
メ
コ
ン
諸
国
へ
の
原
燃
料
、
鉄
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鋼および機械設備の供給が輸出総額の伸びを上回って急激に増加したことは第２表の若干の数字によっても示され
る
。
し
た
が
っ
て
、
コ
メ
コ
ン
初
期
、
と
く
に
一
九
五
○
年
代
前
半
に
、
コ
メ
コ
ン
が
東
欧
諸
国
の
一
因
社
会
主
義
建
設
の
促
進
と
い
う
目
的
の
た
め
に
は
、
か
な
り
に
機
能
し
た
こ
と
は
認
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
しかし、竹浪詳一郎氏の指摘によれば、「東ヨーロッパ諸国間の相互貿易はむしろ停滞した。各国における工業化
の成采があがってくるにつれて、これらの相互貿易は増大するどころか、機械・設伽の自給が可能になった結果、
むしろ縮小の方向にさえむかった。たとえば、ポーランドと東ヨーロッパ・コメコン加盟五カ国との貿易の伸びは
一九五○’五五年に一八パーセントにすぎず、一方、ソ連・ポーランド貿易は同じ期間に七一一。ハーセントの伸びを
示
し
た
。
同
じ
傾
向
は
五
○
年
代
前
半
の
ほ
と
ん
ど
す
ぺ
て
の
東
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
緒
国
に
つ
い
て
み
ら
れ
る
。
…
…
必
要
な
機
械
・
波
伽
の
輸
入
は
技
術
的
に
も
つ
と
も
高
い
水
準
に
あ
る
ソ
連
か
ら
な
さ
れ
、
隣
国
と
の
関
係
は
軽
視
さ
れ
た
。
急
激
に
増
加
す
る
原
材
料
の
輸入先はこれまた圧倒的にソ連であっ趨・」
一
国
社
会
主
義
的
な
経
済
建
設
が
成
功
的
に
進
行
で
き
る
も
の
と
す
れ
ば
、
扣
互
貿
易
の
拡
大
が
鈍
化
し
た
か
ら
と
い
っ
て
致
命
的
な
問
題
で
は
な
い
。
貿
易
拡
大
は
自
己
目
的
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
事
実
、
コ
メ
コ
ン
初
期
に
お
い
て
、
コ
メ
コ
ン
諸
国
の
生
産
力
が全般的に低位にあり、多くの産業部門をかなり同時的に発展させる必要にせまられていた時期には、各国がそれ
ぞれに一国社会主義的な課題にとりくむということは、生産力の全体的な上昇を促進する役割を果した。しかしな
がら、工業化の進行、それによる生産力の上昇は、まさにこうした一国社会主義方式が生産力のいっそうの上昇に
対する障壁に転化しつつあることを示したのである。
工業化の初期には、各図が投盗と労働力の世的増加によって、いわゆる外延的工業化を進めることが可能であっ
た。しかし、投資規模の巨大化と労働力資源の洞掲が陸路となるにつれて、避的増加から質的向上へ、投資効率と
119社会主義的経済統合としてのコメコン
労働生産性の上昇へと重点を移動させざるをえなくなり、いわゆる内包的工業化が要請される。かくして国内、国
外
の
資
源
を
も
っ
と
も
効
率
的
に
利
用
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
、
国
内
資
源
が
乏
し
い
か
ま
た
は
偏
在
し
て
い
る
東
欧
諸
国
に
と
っ
ては、コメコン地域での相互経済協力が新たな重要性をもって再認識されることになった。この過程は、東欧諸国
においては一九五○年代中ごろから六○年代はじめにかけて顕在化したのである。こうした経済的必要を内外から
政治的に促進したのは、前述のようにＥＥＣの形成による衝撃と、一九五六年の一連の政治的諸事件（ソ連共産党第
二○回大会におけるスターリン批判、ポズナン暴動、およびハンガリー事件）による政治的結束の弱体化への対応であった。
このようにして、コメコンの第二期、すなわち経済統合をめざしての試行錯誤が「国際分業」の提起という形態
で開始される時期が一九五六年五月のコメコン第七回総会（ベルリン）にはじまり、一九六四年一○月のフルシチョ
フ解任でひとつの段階を形成する。コメコンのこの転換は、明らかにＥＥＣとの対抗を念頭に置いていたが、ＥＥ
Ｃのように共同市場化による相互貿易の拡大という方向をとらずに、各国の国民経済計画の相互調整、および生産
の
コ
メ
コ
ン
内
専
門
化
・
協
業
化
を
促
進
す
る
こ
と
を
主
要
な
方
向
と
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
た
め
に
、
コ
メ
コ
ン
諸
国
の
相
互
貿易の発展という問題は相対的に軽視される結果となった。
ベルリン総会は一九五六’一九六○年の各国の五カ年計画について若干の調整を行ない、機械六○○品目につい
て各国別の専門化を勧告し、産業部門別に常設専門委員会を設置した。さらに一九五九年五月のコメコン第二回
総会（チラナ）は一九六五年までの各国の経済計画についての調整を行ない、一九六○年七月の第一三回総会（ブダ
ペスト）は一九六○’一九八○年の一一○カ年計画について相互に検討した。五カ年計画の相互調整に関しては、こ
の後も一九六五年一月の第一九回総会（プラハ）で一九六六’一九七○年計画について、また一九七○年五月の第一一
四回総会（ワルシャワ）で一九七一’一九七五年計画について、いずれも事前に（すなわち、各国で細目が決定される以
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この草案作成の過程で、国際分業の評価に関して異なった二つの見解が展開された。一方の見解はコメコンの全
体的利益、共通の利益を重視して国際分業を最小生産費の原則に立って大幅に前進させようとし、コメコン全域を
単
一
の
経
済
計
画
に
包
含
す
る
こ
と
が
す
で
に
時
宜
に
か
な
っ
て
い
る
と
主
張
し
た
。
彼
自
身
も
こ
の
草
案
作
成
に
参
加
し
た
ソ
連
の
ポゴモロフによれば、この主張においては、「共通の」利益とは、事実上、コメコン内で経済的にもつとも発展し国
際
的
統
合
に
利
益
を
期
待
し
て
い
る
諸
国
の
利
益
と
同
一
視
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
他
方
の
見
解
は
、
経
済
建
設
の
国
民
的
課
題
を
堕視し、国際分業には慎重な態度をとった。この見解によれば、コメコン内部での各国の経済格差の解消が先決で
あ
り
、
各
国
の
工
業
的
発
展
の
水
準
が
接
近
し
た
の
ち
に
国
際
分
業
の
問
題
が
と
り
あ
げ
ら
れ
る
べ
き
で
あ
っ
た
。
明
ら
か
に
こ
れ
は
後進的な諸国（とくにルーマニア）の立場からの発言であり、これら諸国は、コメコン全体としての経済効率という
（３） 
基
準
に
よ
っ
て
自
国
の
工
業
の
全
面
的
発
展
が
制
限
さ
れ
る
こ
と
を
瞥
戒
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
この、コメコン内部での経済格差の問題は、コメコンの全体としての生産力の低水準、コメコンにおけるソ連一
式に承認された。
生産の国際的専門化と協業化、いわゆる社会主義的国際分業に関しては、ベルリン総会以後に部分的な勧告が随
時行なわれてきたが、勧告にさいしての統一基準としての基本的な諸原則を明文化することが必要であった。一九
五八年五月に開かれたコメコン諸国共産党・労働者党代表者会議（モスクワ）は基本原則の作成をコメコンに委任し、
コメコン第九回総会ヲカレストニ九五八年六月）の決定で作業が開始された。コメコン経済問題専門委員会が作成
した草案は第一四回総会（ベルリン、一九六一年一一’三月）と第一五回総会（ワルシャワ、一九六一年一一一月）で審議され、
一九六二年六月六’七日のコメコン諸国党代表者会議（モスクワ）で、「社会主義的国際分業の基本的諸原則」が正
前に）実施されている。
国の圧倒的比重の問題とともに、コメコンにおける三重の矛盾として存在している。すなわち、コメコン加盟の東
欧諸国は、経済発展水準において先進諸国（東ドイツ、チェ己、中進諸国（ポーランド、ハンガリー）、後進諸国（ルー
マニア、ブルガリア、アルバニア）の三グループに判然としてわかれているのである（ソ連はこの第一グループと第二グル
（４） 
－プの中間に位極する）。しかもこの三グループ編成は第一一次大戦以前から確認されており、戦後における社会主義的
工業化も、戦前よりも一段と高められた水準においてであるとはいえ、この三グループ編成を解消させるにはいた
らず、再確認させるにとどまった。戦前一九三八年の東欧諸国の人口一人あたり工業生産高は、チェコ五七ドル、
ハンガリー一一六ドル、ポーランド一一一ドル、ルーマニア一二ドル、ブルガリア九ドルとされていた（当時の統一ドイ
（５） 
シは一三二ドル）。戦後の工業化の結果においても、一九六三年の人口一人あたり工業生産高は、ポーランドを一○
聿○として、東ドイツ一九八、チェロ一七六、ハンガリー一○六、ブルガリア七二、ルーマニア六五となっており
》（この場合ソ連は一一一一一一）、一一一グループ編成による経済格差の存在は歴然としている。しかもこの場合、戦前と比軟し
の
（６） 
て
て
ル
ー
マ
ニ
ア
と
ブ
ル
ガ
リ
ア
と
の
関
係
が
逆
転
し
て
い
る
の
は
注
目
さ
れ
る
。
しと
こ
の
よ
う
な
戦
前
か
ら
の
経
済
格
差
が
コ
メ
コ
ン
内
部
に
お
い
て
な
お
存
在
し
続
け
て
い
る
以
上
、
後
進
グ
ル
ー
プ
、
と
く
に
ル
ー
ム口藏マニアが、この後進的経済水準を相対的に固定化しようとするような試みに対して瞥戒的であるのは当然であった。
蝿もしコメコンが域内全体にとっての経済効率を重視して国際分業を大幅に進める方向をとるならば、重化学工業は
鐸先進諸国（おおむねコメコン北半部）に集中させて、後進諸国（コメコン南部）は軽工業と農業に特化させられること
』も、論理的にはありうるのである。こうした議論の結果、「社会主義的国際分業の基本的諸原則」は草案段階におい
皿て、先進諸国側の主張と後進諸国側の主張とを妥協させ、両者を並記するような性質のものとならざるをえなかつ
１
 
たても
｡、、
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公表された「社会主義的国際分業の基本的諸臓肌」は、以下の七草から構成されている。
｜、社会主義諸国の共同体と社会主義的国際分業
二、社会主義的国際分業の成功的発展と深化の主要な手段としての、国民経済計画の調整
三
、
最
重
要
諸
部
門
に
お
け
る
合
理
的
分
業
の
基
本
的
方
向
四、社会主義的国際分業の高度の経済効率の保障
五
、
生
産
の
国
際
的
専
門
化
と
、
個
々
の
社
会
主
義
国
の
経
済
の
総
合
的
発
展
と
の
結
合
六、社会主義諸国の経済発展水準の、歴史的に形成された差異の克服
七
、
社
会
主
義
諸
国
間
の
分
業
と
商
品
交
換
第一章では、社会主義的国際分業の目的を、「社会的生産の効率を高めること、全社会主義諸国において経済と勤
労者の福利との高いテンポの成長を達成させること、工業化を促進して社会主潴国の経済発展水準の歴史的に形成
された差異をしだいに克服させ、社会主義諸国が一つの歴史的時代のうちにほぼ同時に共産主義に移行するための
物質的土台を創出すること」であると規定している。すなわち、まずここで、いわば「効率原理」と「平等原理」
もしくは「格差是正原理」とが並列されているのである。
第二章は、表題のとおりに、「社会主義世界経済体制の発展の経験は、社会主義的国際分業の計画的深化と社会主
義諸国の生産的努力のますます緊密な結合との主要な手段が、現在の段階では、各国の国民経済計画の調整である
ことを示している」として、まず第一に展望計画（長期計画）の調整に着手することを勧告している。したがってこ
こでは、現行の、各国が独自に五カ年計画を作成する方式の変更は予定されていない。
第三章では、燃料・エネルギー部門、鉄鋼部門、化学産業、機械製作、大衆消費財生産、および農業の六部門に
123社会主義的経済統合としてのコメコン
ついて、「合理的分業」の具体的勧告を行なっている。それによれば、エネルギー部門では、石炭から電力へ（石炭
輸送から直接送電○の転換、さらにコメコンの統合エネルギー体系への漸次的移行が必要とされ、鉄鋼業では生産
費用削減のために原料と燃料の点で有利な諸国で重点的に発展させる必要があるとされている。化学産業について
は、全体的にたちおくれているために、「全社会主義諸国で早いテンポで発展させること」が目的にかなっている。
機械製作に関しては、国際的専門化と協業化によって技術水準を高め、「現代技術による機械の全品目を社会主義陣
営
内
で
自
給
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
」
が
目
標
で
あ
る
。
大
衆
消
費
財
に
つ
い
て
は
、
国
内
需
要
が
生
産
の
最
適
規
模
を
下
回
る
場
合には国際的専門化が目的にかなっているとし、農業に関しては国際的専門化の将来の可能性を指摘したにとどま
っている。結局ここでは、具体的には、エネルギー部門での「統合体系」の創出、鉄鋼業での「重点的発展」、機械
製
作
で
の
「
各
国
別
専
門
化
」
と
い
う
三
点
が
勧
告
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
第四章と第六章とは、前述の「効率原理」の主張と「格差是正原理」の主張とを、それぞれ一章ずつにまとめた
形
と
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
前
者
で
は
、
国
際
分
業
の
経
済
効
率
を
重
視
し
て
、
そ
の
主
要
な
規
定
は
生
産
物
の
産
出
と
輸
送
に
さいしての資材と労働の支出を最小にすることであるとしており、後者では、「社会主義の本質そのものから合法則
的に社会主義諸国の経済水準の均等化の必要が生じる」として、より低い経済水準の国をより急速に発展させるこ
とが必要であり、その基本的な道は重工業中心の社会主義的工業化である、とのべている。この「効率原理」と
「格差是正原理」との対立に妥協点を見出そうとした努力が、第五章であると思われる。ここでは、「国際的専門化
と、個々の社会主義諸国における国民経済総合体の発展とは、相互に規定しあうものである」として、「合理的な国
際分業の深化をそこなって国民経済の閉鎖体系をつくりだす傾向、また逆に経済の一面的な国際的専門化は、個々
の社会主義国にとっても、社会主義体制全体にとっても、経済効率の低下と経済発展テンポの緩慢化をもたらすこ
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この「社会主義的国際分業の基本的諸原則」にもとづいた、いわば計画的分業による統合構想のもとでの主要な
成果としては、コメコン自体の制度的強化、統合エネルギー体系の創出、運輸・通信面の統合、工業生産の国際的
専
門
化
、
多
角
決
済
・
共
同
融
資
機
関
の
設
立
、
共
同
研
究
機
関
の
設
置
の
六
項
目
に
ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
項
目
ご
と
の
検
討
（８） 
は省略して、ここでは生産の専門化の実績と問題点を略述しよう。
工業生産、とくに機械工業のコメコン内分業としての国際的専門化の勧告は一九五六年以来数多く行なわれ、一
九六二年の「基本原則」採択以前にすでに、一千品目以上の機械・設備に対して専門化の努力がはらわれていた。
この結果、’九六二年にはコメコン諸国は必要とする機械・設備の四分の一一一を域内で自給できるようになったとい
場原理」との対立的共←
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
とになる」として、両極端の傾向を批判している。結局、妥協点としては、「合理的国際分業」と「最適の国民経済
総合体創出」との両立が可能であることを認める、という形式をとったのである。
第
七
章
は
も
っ
と
も
短
い
が
、
内
容
的
に
は
お
そ
ら
く
も
っ
と
も
大
き
な
問
題
の
一
つ
を
含
ん
で
い
る
。
こ
こ
で
は
、
社
会
主
義
諸
国
間
の
商
品
・
貨
幣
関
係
の
諸
形
態
の
改
善
の
必
要
が
指
摘
さ
れ
、
具
体
的
に
は
、
従
来
の
二
国
間
協
定
に
代
っ
て
多
角
的
貿
易
。
支
払協定の漸次的導入と、社会主義世界市場における「独自の価格的基礎」への漸次的移行の準備が勧告されている。
従
来
の
コ
メ
コ
ン
諸
国
間
の
貿
易
の
拡
大
を
現
実
に
阻
害
し
て
い
た
の
が
二
国
間
バ
ラ
ン
ス
方
式
で
あ
り
、
多
角
的
貿
易
へ
の
発
展
を
はばんでいたのが合理的価格体系の欠除と共通通貨の不在であること、これらの欠陥が「基本的手段」としての国
民経済計画の調整によっては克服が困難であること、などは、ここでは十分に明記されてはいないが、第二章と第
七章との対抗関係として、すなわち、計画の調整と商品・貨幣関係利用との相互関係、いわば「計画原理」と「市
場原理」との対立的共存関係として、現在のコメコンにおける中心的な問題点の一つであることはここで指摘して
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一九六二年一二月のコメコン第一七回総会（ブカレスト）における機械工業専門化の勧告は、この傾向に対する手
直しの意味を含み、産業部門内部、製品グループ内部での各国別専門化の方向を前進させた。たとえば、チェコ、
ポ
ー
ラ
ン
ド
が
パ
ス
、
ト
ラ
ッ
ク
、
ト
ラ
ク
タ
ー
の
一
部
（
主
と
し
て
小
型
車
菰
）
の
生
産
を
停
止
し
、
そ
れ
に
代
っ
て
ハ
ン
ガ
リ
ー
が
ト
レ
ー
ラ
ー
バ
ス
、
ダ
ン
プ
カ
ー
な
ど
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
が
ト
ラ
ク
タ
ー
と
コ
ン
バ
イ
ン
、
電
動
車
（
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
の
類
）
な
ど
を
生
産することになったのである。ここにも「効率原理」と「格差是正原理」との対抗をみることができるが、六二年
以
降
に
お
い
て
は
、
お
お
む
ね
コ
メ
コ
ン
内
後
進
諸
国
側
か
ら
の
要
求
に
よ
っ
て
「
格
差
是
正
原
理
」
に
重
点
が
お
か
れ
、
各
国
が
そ
れ
ぞ
れ
ワ
ン
セ
ッ
ト
の
工
業
化
を
指
向
す
る
い
わ
ゆ
る
「
平
行
主
義
」
的
生
産
の
傾
向
が
強
ま
っ
た
。
こ
れ
が
も
っ
と
も
端
的
に
あ
ら
われたのが、乗用車生産をめぐる対立、その結果としての（それだけではないが）ルーマニアのコメコンに対する遠
心
傾
向
で
あ
っ
た
。
当
初
の
コ
メ
コ
ン
の
方
針
と
し
て
は
、
乗
用
車
生
産
は
技
術
的
水
準
か
ら
み
て
ソ
連
、
東
ド
イ
ツ
、
チ
ェ
コ
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
四
国
に
限
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
が
、
ル
ー
マ
ニ
ア
は
こ
の
方
針
に
反
対
し
、
西
側
か
ら
の
プ
ラ
ン
ト
輸
入
に
よ
る
われる。この段階での専門化は、最小生産費という基準を主要な根拠として、工作機械、精密機械などはソ連、東
ドイツ、チェコの三国に集中し、ポーランドは船舶、航空機、鉄道車両など、ハンガリーはアルミ生産設備、ルー
マニアは石油工業設備（この二国の場合にはいずれも資源立地型である）、ブルガリアは農業機械などが割当てられてい
た。簸初のベルリン総会（一九五六年五月）では六一三品目の機械・設備について一九六○年までに専門化が予定さ
れ
い
た
が
、
こ
の
う
ち
東
ド
イ
ツ
で
は
全
品
目
の
七
三
％
、
チ
ェ
コ
で
は
六
○
％
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
は
四
五
％
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
で
は
一
一
二％、ルーマニアでは九％、ブルガリアでは七％がそれぞれ生産されることになっており、圧倒的多数の品目のも
の
が
、
よ
り
発
達
し
た
コ
メ
コ
ン
北
部
の
諸
国
に
集
中
さ
れ
、
コ
メ
コ
ン
南
部
の
後
進
諸
国
と
の
従
来
の
経
済
格
差
が
さ
ら
に
拡
大
さ
（９） 
れる傾向←と持っていた。
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乗用車生産に踏み切るとともに、いわゆる「権利宣言」において、「格差是正原理」に立つ主張を強硬に展開した。
し
か
も
こ
れ
は
ル
ー
マ
ニ
ア
だ
け
の
現
象
で
は
な
く
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
も
結
局
は
ソ
連
か
ら
の
部
品
輸
入
に
よ
る
乗
用
車
の
組
立
て
か
ら
乗
用
車
国
産
化
へ
の
道
を
歩
ん
だ
の
で
あ
る
。
コメコン規模での国際的専門化が停滞している反而で、一九六四年以降（すなわち、後述の「ルーマニア間魍」発生
以降）には、必らずしもコメコン全加盟国を対象としない、多角的協力形態による生産的分業が組織されている。
一九六四年四月にルーマニアをのぞく東欧五カ国によって設立され、のちにソ連も加入した国際ベアリング工業機
構（本部はワルシャワ）、同年七月にチェコ、ポーランド、ハンガリー三国で結成され、のちにソ連、東ドイツ、ブル
ガリアも参加した「インテルメタル」（鋼材と鉄鋼二次製品の需給鯛整、共同開発などが目的）、一九六九年七月にルーマ
ニア以外の東欧五カ国とソ連とによって設立された、化学産業の協力機構「インテルヒム」などがそれである。ま
た、二国間での生産的協力の形態としての合弁企業が、ポーランドとハンガリーによる「ハルデックス」（賛鉱利用
の目的）、ハンガリーとブルガリアによる「アグロマシ」（農業機械共同開発目的、のちにソ連も参加）、同じくハンガリ
ーとブルガリアによる「イントランスマシ」（工場内輸送自動化の朋発目的）などとして組織され、これらはコメコン
（皿）
諸国の国家主権をおかさぬ協力形態として高く評価されている。この、いわばプラグマチックな選択として登場し
た多角的協力形態の提唱者が、少なくとも形式上は、ソ連ではなく東欧諸国自体であることは特徴的である。
（１）すなわら、チェコスロヴァキア第一次五ヵ年計画（一九四九’一九五三）、ブルガリア第一次五ヵ年計画（一九四九’一
九五三）、ポーランド六ヵ年計画（一九五○’一九五五）、ハンガリー第一次五ヵ年計画（’九五○’一九五四）、東ドイツ
第一次五ヵ年計画（一九五一’一九五五）、ルーマニア第一次五ヵ年計画（一九五一’一年五五）、アルバニア第一次五ヵ
年計画（一九五一’一九五五）である。なおこの期間に、ソ連では第五次五ヵ年計画（一九五一－一九五五）が進行した。
（２）岡・竹浪。山内『社会主義経済総』、筑摩番房、一九六八年、一一一○六’三○七ページ。
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かくして、「基本原則」路線による国際分業の構想は明らかに行きづまりを示した。コメコンにおける生産の専門
化は、コメコン総会における度重なる勧告にもかかわらず緩慢な進展しか示していない。この原因は、｜っには、
当時のコメコンの活動が原料・エネルギー部門の統合による原燃料供給の保障に重点をおいて（この面では、たしか
に石油パイプライン赴騨、統合電力系統「平和」の建設などの大きな成果が砿認されている）、生産的分業へのとりくみが
８
１
ル
（３）○・弓・口。『Ｃ筥自。Ｐ《『①。ご冨宝二円。■○苗Ｃ「｝国富の》宍洩豈舌▽○ぬ墨。『ＯＢ兵冒筥胃円雷四円【。『Ｃ冨目曾畠困罰『ロ巨冒》》
三・、胃Ｐ］患『章向日・篭ｌ農．
（４）拙稿「東欧社会主義の歴史的規定条件」、『経済志林』第一一一十八券第一号、二五四’二五七ページ参照。
（５）閂・弓・因の『のごロ四口。⑦望．”』口冨坤弓ゴの邑巨巨媚ロ『富。三ｍ。臣（胃目【旨媚冒二口⑩耳］》】厨勺］凹目ご向日○での（巳ｇｌご雷）『
《、目色旨困厨さ二８》》⑱『》国巨旦津己の⑫［ご后ｇ》壱・眉。
（６）前出『社会主義経済論』二四八ページ（ポーランドの経済学者の推計による）。なお各国のこうした相対関係は、一九六
五年の一人あたり工業生産高についてのソ連のベリャーエフの計算によっても認められる。
○三・ｓ・四・ｍｍ目のＰ《Ｃａ旨》宍の量の望已◎冨の琴②尻○室。冨冒の、宍。『◎冨閏胃冨８貝国自胃弓冨の。百円ｎｓ自》豆三。。【園》
］迄⑤『。⑤臼ロ・『、。
（７）。、ェ。■雷局ロロ田霞兵餌ロ屡冨の》宍及望墨四℃◎洩餌。『。ｎ．民望、芭塁、『困呂の、宍。『◎で困洩の苗の窪田の司己］凹色ご《。冨因演色》ご】『雪Ｓ墨田后ｓ『．
（８）より詳細には、夛三、旨のＰ【ロ、の『》ご】：四・苗。ｐ］×：曾三の》宍ご冨己：國匡のＵ宍。：屋冨の口冨の◎己「色冨囚目冨自己畠
８冒自園愚．《■◎目。ｎ厘ｕ宍◎淫◎二員塁》》局》こ＄》前出『社会主義経済論』第一二章、および拙稿「コメコン分業体制
の新局面」、『海外産業分析』第七号（一九六六年六月）などを参照。
（９）○・日・口。『。ｚ○筥。Ｐ『凹臣員の。、曰己。⑤鎖・
（、）エ・菌。ｐ望ＨＣｐ色ご印画民韓の。。『□・局⑬１局』。
三、経済統合への試行錯誤
128 
大
き
さ
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
こ
（
合のマイナス面があらわれる。
おくれていたことにあるとされているが、より根本的には、域内各国の技術的・経済的格差の存在が大きな原因と
なっている。機械工業における生産の専門化が部門内分業、製品グループ別分業から部品生産の各国別専門化にま
で進むとすれば（その方向はすでに予定されている）、生産物の品質の均等性、すなわち技術水準の均等性が要求され
ることになる。したがって、コメコン全域にわたる生産の専門化を進めるためには、後進的な加盟諸国の技術水準
を急速に域内先進諸国の水準にまでひきあげることが必要である。このかぎりでは、「効率原理」の要求と「格差是
正原理」の要求とは一致するが、技術水準の急速なひきあげが困難な場合（しかも、これが実状である）には、高度の
専門化は先進的な諸国間のみで実施されることになる。いうまでもなく、この場合には「効率原理」と「格差是正
また、機械工業における専門化の若干の進展の結果、たしかに後進諸国の域内機械輸出は増大したが、これら諸
国の機械輸入も増大し、結局はいぜんとして機械輸出国と機械輸入国との相対関係には変化がない。一九六四年の
コメコン諸国の相互貿易についての計算では、各国の機械設備の輸入・輸出比率爾出を一として）は、東ドイツ○・
二
四
、
チ
ェ
コ
○
・
六
一
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
○
・
八
六
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
○
・
八
九
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
一
・
七
五
、
ル
ー
マ
ニ
ア
二
・
一
七
、
ソ連二・三九であ途。ここにも、東欧内部における一一一グループ編成の検出は容易である．なお、ここでソ連が最
下位にあるのは、ソ連経済がもっとも後進的であることを示すものではなく、むしろ、ブルガリアなど後進諸国か
らの機械輸出の大部分をソ連一国がひきうけていたこと、すなわち、いわば後進国援助としてのソ連の機械輸入の
大
き
さ
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点
に
関
連
し
て
、
つ
ぎ
の
問
題
点
、
す
な
わ
ち
、
ソ
連
に
と
っ
て
の
コ
メ
コ
ン
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
銃
原理」とが対立する。
ま
た
、
機
械
工
業
に
』
ポゴモロフの卒直な発言によれば、ソ連がコメコン内の主要な原燃料供給者の役割を負わされたことによって、
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ソ迎は輸出商品として投資効率の高い機械類よりも、効率の低い原料、エネルギー資源の開発にあたるという不利
な立場に立たされた。一九六一’一九六五年のあいだに、ソ連のコメコン諸国への総輸出は一・五倍に増加したが、
石油輸出は三倍、アルミ輸出も一一一倍、石炭輸出が一・九倍であった。一九六六’一九七○年にはソ連の総輸出は一・
四倍と予定されたが、ソ連のコメコン諸国への石油供給は一・八倍、電力供給は四・三倍、天然ガスの供給は六倍
と予定された（なお、一九七一’一九七五年についても、ソ連の対コメコン貿易一・五倍の計画の中で、石油供給は一・八倍、
砿力供給一一。九倍、天然ガス供給四・一倍が予定されている）。しかし、輸出商品としての原燃料の資本集約度は、その見
返りに東欧諸国がソ連に提供する機械類をソ連が自国で生産する場合の資本集約度に対して、三倍から三倍半の商
さになる。また、ソ連が鉄鉱石、化学原料、石炭、電力などの輸出で一ルーブルを渡得するためには、機械輸出の
場
合
に
比
較
し
て
五
倍
な
い
し
八
倍
の
国
内
投
資
を
必
要
と
し
、
石
油
、
綿
花
、
非
鉄
金
属
な
ど
の
場
合
に
は
さ
ら
に
多
く
の
投
資
を
必
要
と
す
る
計
算
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
ポ
ゴ
モ
ロ
フ
は
、
ソ
連
一
国
だ
け
が
こ
の
よ
う
な
負
担
を
負
い
続
け
る
べ
き
で
は
な
く
、
ソ
（２） 
連以外でも原料資源の開発につとめるべきだと主張する。
他のソ連の論者も同様の継論を展開している。ァ・コミサロフによれば、「社会主義世界市場」の現状では、機械
彼
伽
や
工
業
製
品
の
輸
出
は
、
原
燃
料
の
輸
出
と
比
較
し
て
、
資
本
集
約
度
が
低
い
こ
と
と
価
格
が
相
対
的
に
有
利
な
こ
と
と
に
よ
っ
て、国民経済的な効率がずっと高い。しかるにソ連は（一九六七年現在で）たとえばポーランドとの貿易では、ポー
ランドにソ連が輸出する機械設備の約二倍の額の機械設備をポーランドから輸入しており、他方でポーランドへの
ソ連の輸出総額の五八％を燃料・原材料が占めていた（ただし一九六○年当時にはポーランドからの機械輸入はソ連の機
械輸出の三倍、ソ連の原燃料輸出は対ポーランド貿易の六六％であったので、ソ連に有利な方向への変化があったことはたしか
である）。こうしたソ連の不利を是正するためにコミサロフは、機械工業の専門化・協業化をさらに進めて相互に機
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しかし、ソ連にとっての不利の是正はポーランドにとっては不利となる。ポーランドはこれまで、石油輸入の一
○○％、鉄鉱石輸入の八○％、石油製品輸入の七四％をソ連に依存し、これらの安定的供給を前提として経済成長
を達成し、機械輸出の比率を高めてきた。前記のようなソ連側からの要請は、ポーランドにとってはコメコン内分
業のメリットがかなりに低下することを意味する。もともと、超大国ソ連と東欧諸小国との結合としてのコメコン
は
、
ソ
連
の
経
済
的
譲
歩
に
よ
っ
て
東
欧
諸
国
の
経
済
発
展
を
促
進
す
る
と
い
う
一
面
を
持
た
ざ
る
を
え
な
い
が
、
ソ
連
に
と
っ
て
の
そ
の
代
償
は
、
東
欧
諸
国
の
経
済
的
収
奪
と
い
う
よ
り
も
む
し
ろ
、
東
欧
諸
国
の
ソ
連
へ
の
政
治
的
従
属
の
保
障
で
あ
っ
た
と
も
い
い
う
る
。
し
た
が
っ
て
、
ソ
連
に
と
っ
て
の
コ
メ
コ
ン
の
経
済
的
効
率
と
東
欧
諸
国
に
と
っ
て
の
そ
れ
と
は
一
致
し
が
た
く
、
後
者
の
利
益
が
し
ば
し
ば
前
者
の
犠
牲
に
お
い
て
達
成
さ
れ
て
き
た
。
一
九
六
○
年
代
後
半
に
ソ
連
の
側
か
ら
自
国
に
と
っ
て
の
コ
メ
コ
ン
の
経
済
効
率
を
高
め
る
と
い
う
観
点
で
問
題
が
提
起
さ
れ
て
き
た
の
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
経
済
改
革
と
の
関
連
に
お
い
て
で
あ
る
が
、
こ
の観点をおし進めるならば、ソ連にとってはコメコンの存在は経済的にはむしろ負担であり、西欧との貿易を拡大
す
る
方
が
有
利
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
。
他
方
で
東
欧
諸
国
に
と
っ
て
も
、
も
し
ソ
連
か
ら
の
燃
料
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
原材料の安定的供給、および国際的には競争力の弱い自国産機械類に対するソ連の大量買付けという状況に大きな
変化が生じるならば原燃料供給先および輸出市場の転換が可能であると仮定すれば）、ソ連と経済的に結合する意味は大
きく減少する。したがって、ソ連経済にとっての経済的合理性の追求としての、ソ連にとってのコメコンの経済効
率のひきあげ要求は、論理的にはコメコン解体をもたらす可能性を含んでいるのである。
コメコンにおける経済統合のたちおくれは、域内相互貿易の発展が緩慢であることに集中的にあらわれている。
（３） 
点奉」提案している。
し
か
し
、
ソ
連
に
Ⅱ
械輸出の比率を高めること、国内資源の開発に相互に協力すること、原燃料輸出価格の是正（Ⅱ価格ひきあげ）の三
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第３表コメコンの生産・所得・貿易増加率
（年平均：％）
ボゴモロフとテレホフの指摘によれば、コメコン諸国の生産および国民所得の増加率低下傾向（これ自体が大きな問
題であるが）とともに貿易の増加率も低下し、一九六六’一九六八年には工業生産および国民所得の増加率を下回っ
た（第三表参照）。しかもこれは総貿易額の計算であって、相互貿易のみでは増加率の低下はさらにいちじるしい。
一九六一－’九六八年にコメコン諸国の機械生産は一一・五倍に増加したが、機械設備の相互貿易額は一一・二倍に増
加したにすぎなかつ趨・周知のように、ＥＥＣの経済統合過程においては、なによりもまず域内貿易の急速な発展
が特徴的であり、域内貿易はＥＥＣ総生産の成長率を一貫して上回って年々一○％以上の高テンポで増加を続けた
舵
１
’
２
Ⅱ
円
】
【
ｕ
〃
】
Ｒ
‐
『
】
【
】
『
】
画
一
論嶽属園
のである。ただしコメコンの場合にも、経済統合が正式に提起された一九六九年以後
に
は
若
干
の
改
善
が
み
ら
れ
た
よ
う
で
あ
り
、
一
九
六
六
’
一
九
七
○
年
の
期
間
に
つ
い
て
の
暫
定
実
績
に
よ
れ
ば
、
こ
の
間
の
工
業
総
生
産
高
は
年
平
均
八
・
三
％
増
、
農
業
総
生
産
高
は
三
・
四
％
増
、
国
民
所
得
は
七
・
三
％
増
と
そ
れ
ぞ
れ
第
三
表
の
一
九
六
六
’
一
九
六
八
年
に
つ
い
て
の
数
字
よ
り
も
低
下
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
貿
易
総
額
は
年
九
・
三
％
増
と
い
ち
じ
る
し
く
改
善
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
城
内
相
互
貿
易
の
増
加
率
は
こ
の
間
に
も
年
平
均
七
・
六
％
増
に
と
ど
ま
り
、
（５） 
貿
易
総
額
の
増
加
率
を
か
な
り
に
下
回
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ヴェ・セルゲーエフは、域内の総生産増加率と域内相互貿易の増加率との関係（弾
性値）を「経済統合深化係数」と名づけて、国民所得の増加率と工業総生産の増加率
と
に
対
し
て
の
、
コ
メ
コ
ン
相
互
貿
易
の
増
加
率
の
そ
れ
ぞ
れ
の
弾
性
値
を
計
算
し
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、
国
民
所
得
の
増
加
率
に
対
す
る
弾
性
値
は
一
九
五
○
’
一
九
六
八
年
に
つ
い
て
一
・
四
七
と
か
な
り
に
高
い
が
、
五
年
ご
と
に
み
れ
ば
、
一
九
五
六
－
一
九
六
○
年
に
二
・
八
と
高
か
っ
た
の
に
1951～ 
1955 
1956～ 
1960 
1961 へごＩ
1965 
1966～ 
1968 
工業総生産
農業総生産
国民所
貿易総
高
高
得
額 ６８０６ ●●●● ３３１３ １ １１ １６４３ ●●●● ０４８１ １ １ ３７１４ ●●●● ８２６８ ６４８４ ●●●● ８４７７ 
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また、相互貿易の発展を阻害した重要な要因として、「計画原理」の過度の強調をあげる必要がある。前述のよう
に、’九六二年の「基本原則」では、コメコン各国の国民経済計画の相互調整が国際分業発展のための主要な手段
と
さ
れ
て
縞
，
、
貿
易
墓
じ
て
の
、
す
な
わ
ち
商
品
・
貨
幣
関
係
を
利
用
し
た
経
済
的
結
合
ｌ
い
わ
ば
、
か
な
り
の
麓
に
「
市
場
墨
」
に
も
と
づ
い
た
誉
ｌ
は
禦
的
に
軽
視
さ
れ
て
い
た
．
こ
の
傾
向
を
積
極
的
に
評
価
す
る
竹
纒
祥
一
郎
氏
に
よ
れ
ば
、
一九五五－一九五六年にすでにコメコン加盟国間の経済協力は、長期通商協定による貿易の発展、科学技術協力
から、各国国民経済計画の調整と生産の専門化・協業化による国際分業の発展へと重点を移してきた…？こうして
、
で
、
、
、
、
、
経済発展のなかで、国民経済計画の調整、生産の専門化・協業化が貿易に代わって経済協力の主要な形態になって
（７） 
いた」（傍点は引用者）。しかし、この段階での貿易の役割の軽視は、他方で計画の調整、生産の専門化が難航したこ
とによって、コメコンの発展に否定的な影響をあたえたのである。「計画原理」優先のかげにあって、貿易価格の決
対して、一九六一－一九六五年には一・八に低下した。その後の五年間は、前記の暫定実績で計算すれば、一・○
四にすぎない。工業総生産に対する弾性値は、一九五○’一九六八年について一・○二五にすぎず、一九六○年以
で）
降は一を割り続けている。したがって、コメコンの経済統合は、相互貿易の質的深化という点からみれば、むしろ
後退を続けていることになる。セルゲーエフは、この現象には決して否定的ではない諸要因が含まれているとして、
工業化の過程の継続による工業生産の相対的高テンポでの発展、各国で「合理的な国民経済総合体」の形成が進行
中であること、および巨大な国内市場を持つソ連の存在をあげている。しかし、これらは要するに、国際分業の発
展がおくれた状態で各国の一国社会主義的経済建設が続いていることを意味し、各国それぞれに類似した形態の工
業化を進める、いわゆる「経済的平行主義」が維持され、生産の増加、技術水準の上昇が輸入節約的に作用したこ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
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定に客観的な根拠をあたえる問題が解決されなかったことも、大きな阻害要因であった（前出のコミサロフによる、原
燃料輸出価格ひきあげの提案はその一端を示している）。
これらの諸問題に対する根本的解決のための一つの方向として試みられたのが、一九六二－一九六四年のフルシ
チ
ョ
フ
に
よ
る
コ
メ
コ
ン
統
合
計
画
推
進
プ
ラ
ン
で
あ
っ
た
。
こ
れ
を
か
り
に
「
フ
ル
シ
チ
ョ
フ
的
統
合
プ
ラ
ン
」
と
よ
ぶ
と
す
れ
ば
、
その特徴は、ＥＥＣが第二段階に移行しいわゆる己＆貝・喘口○片のＥ日を通過したといわれた一九六一一年当時に
おいて、ＥＥＣとコメコンとの経済競争という問題意識を鮮明にし、コメコン全体としての「効率原理」を「格差
是正原理」に優先させ、ＥＥＣに対するたちおくれを「計画原理」の優位によって克服しようとしたものであった。
す
な
わ
ち
、
フ
ル
シ
チ
ョ
フ
に
よ
れ
ば
、
「
…
…
わ
れ
わ
れ
が
い
ま
、
社
会
主
義
体
制
全
体
に
わ
た
っ
て
、
社
会
主
義
的
な
『
資
本
の
集
預』を基礎として、その利点がすでに資本主義によって証明されている大堂・大規模生産の組織にわれわれの計画
性をむすびつけるならば、それによってうたがいもなく、資本主義体制との経済競争におけるわれわれの勝利をは
や
め
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。
と
こ
ろ
で
そ
の
た
め
に
は
、
社
会
主
義
世
界
体
制
の
わ
く
の
な
か
で
生
産
の
協
業
化
と
専
門
化
を
ひ
ろく組織することが必要である。社会主義諸国の生産のような近代的な発達した生産には、自給自足的傾向は無縁
である。われわれの国々の経済の民族的閉鎖性を維持することは、社会主義制度がわれわれにあたえている巨大な
長所を活用せず、われわれの前進を人為的におさえることを意味するだろう。これはわれわれの事業に有害であろ
う。」より具体的にフルシチョフは、コメコン各国における「小規模生産にもとづく工業の多面化」、弓なんでも国
産』という原則」を批判し、コメコン域内で「主要な生産部門について単一の計画が作成されるところまで行かな
（８） 
ければならない」と主張した。実際に、「単一の計画」という方向にむかって、コメコンに超国家的な中央計画機関
を設置するという構想があったこともたしかである。
134 
この、「効率原理」と「計画原理」との結合によるフルシチョフ的統合プランは、周知のように一九六四年一○月
のフルシチョフ退陣とともに後景に押しやられることになった。フルシチョフ的統合の挫折は、直接的には、「効率
原理」の優先に対して「格差是正原理」を主張するルーマニアの反対によってコメコンが分裂の危機に立ったこと
が原因であるが、さらに、フルシチョフ退陣後に顕在化した計画管理制度改革の必要性が、少なくとも従来の「計
画原理」に対しては、その有効性に疑問を持たせていた、という要因も無視できないであろう。
ルーマニアの反論は、比較生産費原理にもとづく（したがってコメコン全体としての効率を重視する）国際分業の進展
が自国のコメコン内における相対的後進性を固定化することになる、という具体的な懸念と、コメコンが超国家的
性格を持つことに対する理論的な反対とから成り立っている。前者については、前述のような機械工業の専門化に
おける不利な立場、乗用車問題に関する対立のほかにも、ルーマーーァ独自の鉄鋼業建設計画（ドナウ河口のガラー
ッ鉄鋼コンビナート）が他のコメコン諸国の反対をうけたことも大きく作用した。後者については、もともと前者
の具体的利害から発生したものであり、論理的に極端化されている面もあるが、それはそれなりに、現在の後進社
会主義国が民族的性格を強く持たざるをえないこと、資本主義世界経済と接触せざるをえないことをはっきりと主
張したものである。すなわち、一九六四年四月に発表されたルーマニア労働者党中央委員会の「国際共産主義運動
内の諸問題に対するルーマニア労働者党の立場に関する宣言」（いわゆるルーマーーァの「椛利宣言」）は、「国民経済の計
画的管理は社会主義国家の主梅の基本的な、本質的な、奪うべからざる権限の一つである」としてこれを超国家的
機関の手に移すことに反対し、「単一の世界経済」の形成は将来の歴史的段階の問題であって、現在の段階では何ら
す）
の現実的土台がない、と批判している。
かくして、フルシチョフ的統合の理念は、コメコンの生産力の発展段階の過大評価に起因する「効率原理」の偏
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重、後進諸国の側の経済的ナショナリズムの過小評価による「格差是正原理」の軽視のために破綻した。中央計画
機関の設置は見送られ、コメコン全体としての経済統合の急速な進展は不可能となった。この段階で、コメコン諸
国
に
お
け
る
前
述
の
三グループ編成のそれぞれにおいて、経済統合に対する異なった対応が生まれてくるのである。
ルーマニアはいぜんとしてコメコン加盟国ではあるものの、一九六四年以降に結成された国際ベアリング機構、
インテルメタル、インテルヒムのいずれにも参加せず、機械設備輸入の四割近くを西側からの輸入に転換した。石
油産出国であるルーマニアはもともとソ連の石油供給には依存していないが、最近では工業原料の輸入もソ連から
他
の
諸
国
（
主
と
し
て
発
展
途
上
緒
圏
に
転
換
し
つ
つ
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
か
く
し
て
ル
ー
マ
ニ
ア
に
と
っ
て
は
、
機
械
設
備
お
よ
び
原料供給者としてのソ連の経済的比重は低下し、したがってまたルーマニアにとってのコメコンの利用価値も低下
し
つ
つ
あ
る
こ
と
に
な
る
。
た
だ
し
問
題
は
、
ル
ー
マ
ニ
ア
の
工
業
製
品
の
輸
出
市
場
を
コ
メ
コ
ン
市
場
以
外
の
ど
こ
に
求
め
ら
れ
る（⑩） 
か
、
と
い
う
点
に
あ
り
、
こ
の
か
ぎ
り
で
は
、
ル
ー
マ
ニ
ア
に
と
っ
て
の
コ
メ
コ
ン
の
必
要
性
は
い
ぜ
ん
と
し
て
大
き
い
は
ず
で
あ
る
。
他
方
で
ま
た
、
コ
メ
コ
ン
内
で
の
先
進
諸
国
、
東
ド
イ
ツ
、
チ
ェ
コ
に
と
っ
て
は
、
コ
メ
コ
ン
の
相
互
貿
易
の
鈍
化
傾
向
が
大
き
な
脅
威
と
な
る
。
こ
れ
ら
の
諸
国
は
、
ソ
連
と
と
も
に
コ
メ
コ
ン
内
で
の
機
械
設
備
供
給
者
と
し
て
の
役
割
を
果
し
て
き
た
が
、
よ
り
後
進的な諸国における工業化の達成はこの面でも「反輸入的」に作用した。しかもルーマーーァのように直接西側から
先進的な技術水準のプラント類を輸入しようとする国が出てくるとすれば、その脅威は二重のものとなる。もとも
と
こ
れ
は
、
世
界
経
済
の
な
か
で
コ
メ
コ
ン
諸
国
の
み
を
「
社
会
主
義
世
界
経
済
体
制
」
と
し
て
自
己
完
結
的
に
と
ら
え
る
従
来
の
コ
メ
コ
ン
の
発
想
が
内
包
す
る
自
己
矛
盾
の
あ
ら
わ
れ
と
も
い
え
よ
う
。
し
た
が
っ
て
コ
メ
コ
ン
内
先
進
諸
国
に
と
っ
て
は
、
西
側
諸
国
との経済交流によってみずからの経済的、技術的水準を向上させ、西側市場の可能性を積極的に利用する方向をと
らないかぎり、後進諸国の工業化のための一時的な踏み台として利用されるにとどまり、コメコン内先進諸国自体
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の経済的発展は、先進資本主義諸国に比較すれば相対的に低水準の段階で停滞せざるをえないことになる。しかし
また、コメコン内先進諸国が西側市場における競争力を獲得できたとするならば、これら諸国にとってはコメコン
内分業に拘束される意味がなくなり、コメコンそのものも、そうした競争力を獲得できるまでの一時的な保護貿易
市場としてしか評価されないことになろう。
かくして、コメコン内部では二つの方向に遠心力が作用している。後進的なルーマニアによる「格差是正原理」
の主張は、自国の工業化にとって有利なものであるかぎりコメコン内の国際協力を認めるという立場をとり、より
先進的な諸国（とくにチニ己では、コメコン内での「効率原理」の後退に対処して、「効率原理」そのものをコメ
コンのわくをこえた次元でとらえようとしたことが、「チェコ事件」の一つの経済的背景であった。
しかし、こうした二つの方向での遠心化傾向、すなわち先進的な諸国の要求と後進的な諸国の要求とがコメコン
内で二極化する傾向に対して、両者の中間にあるポーランド、ハンガリーなどの中進的な諸国は、これまでのコメ
コンの達成によってもっとも大きな利益をうけてきたし、コメコンの経済統合を推進することに今後も大きな利益
を期待している。コメコンの遠心化傾向のいわば中進国的収拾としての、これら両国のコメコンの経済統合につい
ての積極的発言が一九六○年代末以来の特徴として注目される。しかもここでは、「市場原理」にかなりの重点をお
いた経済統合が主張され、コメコンを従来の擬似的経済同盟から共同市場へと発展させるという問題提起が行なわ
このような見解をもっとも包括的に展開したものとしては、ハンガリー社会主義労働者党政治局員レジ二・一三
ルシの論文「社会主義的経済統合の原則的・実践的諸問題」をあげることができよう（これは一九六九年はじめにハン
ガリーの党内で中央の公式見解として説明されたものであるが、その要約が同年二月にソ連のエコノミーチェスヵャ・ガゼータ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
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紙第六号に掲載され、その後まもなくハンガリーで全文が初公表された）。一三ルシによれば、コメコンは「計画の調整と
規制された国際市場との独特の結合」、「集中的計画化と商品・貨幣関係との結合」であるべきであり、この「商品・
貨幣関係の発展」のために、共同市場、統合市場を漸次的に発展させること、コメコン内に自由貿易および自由な
貿易価格を導入すること、多角的貿易を発展させるためにコメコンに域外共通関税を設定すること、通貨協力の体
制を発展させ、交換性を持った域内共通通貨を創出すること、の四点が提案されている。ただし最後の点では、完
（ｕ） 
全な交換性の獲得は時機尚早として、部分的交換性の達成を提案している。
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
マ
レ
ク
・
ミ
シ
ャ
ク
も
、
ほ
ぼ
こ
れ
と
同
じ
見
解
を
同
じ
時
期
に
発
表
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
コ
メ
コ
ン
諸
国
の
工業化の第二段階への移行にともなって、相互貿易の性格がこれまでのような原料や半製品の交換と異なった複雑
な様相をおびてきており、現行のような固定価格制度、交換性を持たない共通通貨（これは「振替ループとをさす）、
（⑫） 
基
本
的
に
双
務
的
な
貿
易
協
定
で
は
そ
れ
に
応
じ
る
こ
と
は
で
き
な
く
な
っ
て
い
る
、
と
い
う
の
で
あ
る
。
かくして、ポーランド、ハンガリー両国においてかなりに論議され、ソ連においても一定の支持を得ているとみ
ら
れ
る
こ
れ
ら
の
見
解
は
、
フ
ル
シ
チ
ョ
フ
的
経
済
統
合
の
理
念
で
あ
っ
た
「
効
率
原
理
」
プ
ラ
ス
「
計
画
原
理
」
と
い
う
発
想
を
、
「計画原理」の硬直性を批判することによって「効率原理」プラス「市場原理」という発想におきかえて新たな経
済統合の理念を提起しているとみられるのである（いうまでもなく、ここでの「市場原理」はかなりの程度まで「計画原
理」によって規制されたものとして存在する）。すなわち、具体的には、各国の国民経済計画の相互調整に重点をおく方
式から、ある程度まで自由な（数鮭的にも価格的にも変励可能な）相互貿易の促進に重点をおく方式への転換であり、
ＥＥＣ的な共同市場への接近であるが、その前提としては、貿易価格の合理的設定、交換性通貨の導入、および各
国為替レートの合理的調整などが必要となる。したがって、コメコンが共同市場の結成を通じて経済統合の促進へ、
138 真の経済同盟へとむかう方向をとるとすれば、当面の環は交換性共通通貨による通貨同盟の結成で違墾・
ここで詳述する余裕はないが、前出の一九七一年七月の「総合計画」においては、多角貿易の発展と交換性通貨
の創出の問題について菰極的な提起が行なわれたが、共同市場的なアプローチはまだ前面に出ていない。交換性通
貨の創出そのものも決して容易ではないが、たとえそれが可能であったとしても、これまであげてきたようなコメ
コンの問題点がそれによって一挙に解決されるわけではない。「計画原理」と「市場原理」の調整、「効率原理」と
「格差是正原理」の鯛整に関しては今後も試行錯誤はまぬかれないであろう。もしもそうした試行錯誤的な実験が
（たとえば「チェコ噸件」のように）武力で圧殺されるとするならば、コメコンの将来に希望はない。実験に対する政
治的駆容が存在することが、コメコンの経済統合への前進にとっての必要条件である、といわなければならない。
（３）シ・六ｏｚ墨、ロロ◎円。。ｐ罠『窪百○国匡冒の窪蛋鈎ｕｓｅの宍『函回国塵。。『田口。『己］■雷蛋四の○円国四・《ロェの巨毘璽函『◎ロ『○四筥誼》画鋲ご囹・
（１）○・ｍ。「◎罠◎筥。円』尻回臣色負け崖匡の目やＣＱ宮の望届①尻◎四。望【屋蛋の。【。『ｏｎ。『や罠洩塁冨呂の、『因ｍｐＣ兵崖色菖室、『二塁ｇ【雲×同日や色阜
《三目◎切目①尻Ｃ産。崖田圃雷三の》§豈冒で：ェ区の○目Ｃ日閨冨》・軌．Ｓ９．３℃・臆．
（２）○・ｍ。『◎星◎苗。Ｐ《『、。ｂ望餌函因の円◎胸◎画。『霞西星巴宍洵臣嬰四口。■餌。『。ｎ．臣墨画筥墨、『困瑁の、宍。『。ご園頂の■の要田餌『や『世、》】ｎ円口。
（４）○・ロ。『Ｃ星◎画。ｐや口・『ので①牌。Ｒ宮の塁冒『エロ園国轟『田の昌困己。■。『。、。兵エ画筥題、閂餌四の、涙。『。、Ｃ■ｐご宍円弓恩ご《■ＣロロＣｐＥ
ｕ尻。浅◎寓星宍壺》や醇桿迄『Ｐ、司己・］Ｐ
（５）シ・○．宍。■◎回国・『の勺のＨＣＲ①宍○晟○冨要宍、向日ロ囚浅。①口牢至『。『西エロのロ、目の宍『男因匡ご《ｍＣｐや。ｎ厘ｍ宍○エ。臣蛋庚崖》匂Ｐ
岳⑨『』◎甸己・『画や⑤㈲で０ｍｍ。
（６）■。Ｏの己『の①酉ＤＣ兵因凹菖雷、旬雪四の⑤尻色餌雷淫円の『己画民望菌困目○宍四四画筍の当量ロ色②洩の白の髭圏蛍弓や罠洩Ｐ《、畳のＥ雪函鉤『◎や同◎因筥凶》ご夢
桿ｃ『Ｃや、旬や。⑬ｃｌＬ四Ｐ
。『口・拝」ｉｔ梓⑬。
得←１４】、。
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（７）前出『社会主義経済論』、三○八’三○九ページ。
（８）『平和と社会主義の諸問題』日本語版、一九六二年九月号、一五’’七ページ。
（９）『世界政治資料』、第一九三号参照。
（
、
）
こ
の
こ
と
を
象
徴
的
に
示
す
の
が
、
コ
メ
コ
ン
内
で
の
資
源
の
共
同
開
発
を
目
的
と
し
て
設
立
さ
れ
た
国
際
投
資
銀
行
（
一
九
七
○
年
五
月
のコメコン第二四回総会でルーマニア以外の七カ国によって設立決定）に、ルーマニアも一九七一年一月になって正式に
参加したことである。
（、）で・エひのロ日⑭コロ題嚢屋田ロ雷色筥ワ冨匡の要ゴロ色宍『望二の。【宝の■○コでＣｎｚｎｏ屋富筥ェの司塁項の、六．琴⑭宍。塁。望窒二円【○雪函エョの『ロロ兵勇二
《シｎ国○の８弓○ョ－８》、←】⑤ｍＰｎ曰勺・】色！】念・
（⑫）三胃の六三房置再シローこのロ『ご【【。『○一。⑪の『○三同少冒［の、『、三目・《でＣｌ厨彦弔の『の己の、こぐの》・】や９．Ｚ。．“・ロロ・岳ｌ圏．
な
お
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
は
一
九
六
九
年
に
コ
メ
コ
ン
の
経
済
統
合
の
問
題
に
つ
い
て
の
二
つ
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
が
ひ
ら
か
れ
、
そ
こ
で
も
多
角
貿易、貿易緬格、共通緬貨などの閥題をめぐって議論が展開された．竹漉祥一郎「社会主義諸国の綴済統合ｌワルシャ
ワ
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
め
ぐ
っ
て
ｌ
」
、
『
桃
山
学
院
大
学
経
済
学
臘
禦
』
．
第
一
一
巻
第
四
号
．
一
○
三
’
’
三
○
ペ
ー
ジ
参
照
．
（、）このコメコンにおける共通通貨問題に関しては、さしあたりロ・昏冒冨函で園冒目の園昌◎畠。‐ｅ冨昌８胃員◎ョ。，
Ｅの霞冨３つ自。①口》《ロ◎目○日②宍◎二．菖冨》》『．』垣ｇ、野々村一雄「振替ルーブルをめぐる諸問題」、『経済研究』第
二二巻第四号、などを参照。
〔付記〕この論文は、アジア経済研究所で実施している「ソ連・東欧諸国の経済成長と経済改革に関する研究」の昭和四四年
度
中
間
報
告
（
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
所
内
資
料
、
調
査
研
究
部
ｚ
Ｐ
白
ｌ
こ
）
に
お
け
る
筆
者
の
分
担
部
分
を
骨
子
と
し
て
執
筆
し
た
。
